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第４章　知財戦略の処方箋
今回は、第２章の最後の節の「米国の知財改革」

を整理する。米国の政策の特徴は、政権毎に政策が
大きく変わることである。まさに2025年は初頭から
トランプ政権の関税政策の変更が世界中に混乱をも
たらしている。日本人も米国の政権交代の影響の大
きさを実感している。

2010年のスマートフォン特許訴訟を契機に、米国

では特許制度の大改革が行われた。オバマ・トラン
プ・バイデンの各政権で異なる方針の下、特許法
の近代化、パテント・トロール対策、標準必須特許

（SEP）問題への対応などが進められた。
現在の第２期のトランプ政権では、知財政策に関す

る議論はあまり進んでいないようである。知財に関する
トピックは、バイデン政権のAI規制を見直す「Executive 
Order on Artificial Intelligence」（2025年１月）や貿易分

☆［春宵一刻］サツマイモの伝播経路の謎 ⑻☆超スマート社会における知財戦略（55） … ⑴

超スマート社会における知財戦略（55）超スマート社会における知財戦略（55）

東京理科大学経営学研究科

教授 生越　由美


